
校」はネガティブな現象があった学校施設である。自治体に

よって保存される震災遺構として、犠牲者の有無など「どの

ような現象があったか」と、管理者や被災前の利用形態など

「どのような施設か」とではどちらが優位に働くか、複数の

震災遺構の事例を比較して考察を行う。

　以上から、本稿では

・震災伝承の考え方は自治体によって異なるのか

・震災伝承計画が持つ役割は何か

・震災遺構に選定される際に、保存に最も優位に働く条件は

  何か

の 3 点について考える。

　事例として、宮城県にあり津波による被害を受けた自治

体の内、県内で最も人口規模の大きい仙台市、仙台市に次ぐ

人口規模であり東日本大震災での犠牲者が最も多かった石

巻市⑴、2市に次ぐ人口規模であり沿岸部への居住が集中し

ている気仙沼市の3市を取り上げる。震災発生から現在まで

どのようなプロセスで震災伝承、震災遺構の保存整備を

行ってきたかを、各自治体が公表する委員会配布資料、報告

書、議事録並びに震災遺構でのフィールドワークをもとに

記述する。

１．はじめに

　震災遺構の保存整備や新たなまちづくりをするにあた

り、「震災伝承計画」を 1 つの軸とする自治体が多い。東日

本大震災での教訓を後世に活かすために、アーカイブなど

のソフト面だけでなく震災遺構の保存活用や跡地の公園化

としての整備などハード面でも「震災伝承計画」は街の復興

に関わっている。震災伝承計画を含む震災遺構整備プロセ

スを追った研究で、自治体ごとに状況をまとめたものはあ

るが複数自治体の震災伝承計画の比較を行っているものは

ない。そこで本研究では、自治体の規模や被災状況によって

その内容に違いはあるか、さらに、震災伝承が実際の整備に

どのように反映されているかを委員会会議などの整備プロ

セスから探る。

　また先行研究では、震災遺構の保存について「人的被害が

発生しておらず、人命が守られるなどのポジティブな現象

があった震災遺構候補は保存されやすい（佐藤・今村 

2016）」「震災遺構として整備されやすいのは行政所有施設、

特に学校施設である（佐藤 2017）」ことが明らかにされてい

るが、2021 年に公開開始された「石巻市震災遺構大川小学

がある⑶。発信を重視する考え方が大きく表れている例と

して、「3 がつ11にちをわすれないためにセンター」が挙げ

られる。同施設の特徴は市街地中心部にあること、一般市民

がアーカイブを作成できるシステムが整備されているこ

と、オンライン上でも収集したアーカイブを公開している

ことである⑷。震災アーカイブの拠点を津波被害の大き

かった地域だけでなく市街地中心部にも設置することで、

震災伝承を主に市街地で生活する市民や観光客にも触れて

もらう機会を設けている。また、オンライン上での発信によ

り、全国あるいは全世界どこからでも震災アーカイブにア

クセスすることができる。

　仙台市が震災伝承の発信に力を入れている大きな理由

は、東日本大震災で大きな被害を受けていること以外に、震

災以前から東北地方最大の都市という認識を国内で持たれ

ていたこと、東北大学をはじめとする学術機関の多さから

「学都仙台」を掲げたまちづくりを行っていたことが背景と

して考えられる。仙台市としての防災教育、震災伝承を計画

する上で、仙台市がこれらの特徴を被災規模以外の背景と

して持つ都市であることから被災地の中でも率先して「発

信」を行うべきと委員会の中で認識していたこと、またその

認識が整備計画に反映され実行されたと言える。また、震災

アーカイブ拠点（せんだい 3.11メモリアル交流館）での震

災伝承の内容が、沿岸地域の津波被害だけでなく市街地機

能の停止や住宅地の土砂災害にも触れられていることも、

仙台市の震災伝承の特徴である。

3.2　石巻市の特徴

　石巻市では、石巻市震災伝承計画で市を「東日本大震災

の最大の被災地」としている。「最大の被災地」である背景

２．震災遺構整備の背景

　震災伝承の大きな柱として、震災遺構の整備が挙げられ

る。震災遺構は被害の実態を伝える資料として震災伝承に

大きく役立てられる一方、暮らしの再建を最優先で行う必

要のある自治体が保存整備から公開後の管理までを担うに

は、特に金銭面での負担が大きい。そこで復興庁は2013年

11月15日に「震災遺構は、東日本大震災の津波による惨禍を

語り継ぎ、自然災害に対する危機意識や防災意識を醸成す

る上で一定の意義があるほか、今後のまちづくりに活かし

たいとの要望も強い」とし、各市町村につき１箇所までの

震災遺構の保存に必要な初期費用を、復興交付金を活用し

て支援する方針を発表した⑵。このような背景から、各自治

体では震災伝承に関する検討やそれを踏まえた整備が行

われた。

３．3市の震災伝承計画がそれぞれ
　 持つ特徴

　仙台市、石巻市、気仙沼市において、震災伝承の考え方に

はどのような違いがみられるか分析、考察する。

3.1　仙台市の特徴

　仙台市は「仙台市震災復興メモリアル等検討委員会」や提

言書「仙台市震災復興メモリアル等検討委員会報告書―東

日本大震災の記憶と経験を未来へ、世界へ、つなぐ提言―」

の中で、「発信」に重点を置いていた。仙台市震災復興メモリ

アル等検討委員会の議事録にも「東北の中心地である仙台

市が発信を積極的に行うべき」といった趣旨の発言の記録

　キーワード：東日本大震災　震災遺構　震災伝承計画

　2011年3月11日に発生した東日本大震災から11年が経過した。大災害からの復興にあたり、災害による教訓
の伝承を都市整備計画に反映させる自治体は多い。例えば、被災した建物の保存や、被害を伝える資料館の設
置などである。東日本大震災の被害を受けた地域でも、特に津波被害のあった沿岸部で震災の伝承を念頭に置
いたまちづくりが行われてきた。宮城県内では「石巻市震災遺構　門脇小学校」が今年公開開始されるなど、11
年経過した今も震災伝承の計画はまだ続いている。
本研究では震災伝承の方法やそれを盛り込んだ都市計画を「震災伝承計画」とし、仙台市、石巻市、気仙沼市に
おける震災発生から現在までの震災伝承の過程を、各自治体が策定した震災伝承計画を軸として振り返る。ま
た、それを踏まえて震災伝承の考え方の自治体間での差異や自治体によって保存される震災遺構の特徴につ
いて考察する。

要　　旨

として、東日本大震災による死者が最も多かった自治体

であることが挙げられる。このような認識を反映し、石巻

市では基本理念にもある通り「命を守るため」の震災伝承

に取り組む計画を策定している。石巻市が震災遺構とし

て整備を進めてきた「旧大川小学校」「旧門脇小学校」は、

いずれも犠牲者の存在や景観の点から住民による保存に

対して根強い反対意見があった⑸。それにもかかわらず2

校の校舎を保存整備し公開する決定をしたのは、市が地

域の特徴を「多くの犠牲があった最大の被災地」であると

認識し、津波による悲劇を伝えることこそが震災伝承、ひ

いては防災教育に最も繋がると考えたからであろう。ま

た、自治体として整備する震災遺構を2ヶ所とした点にも

「命を守るため」の震災伝承の考え方が反映されていると

言える。本稿の冒頭で述べた通り、保存整備の初期費用と

して復興庁が援助する震災遺構は1つの自治体に1つとさ

れているため、自治体が整備・管理する震災遺構は1つで

あることが多い。市での負担が大きくなるにも関わらず

石巻市が震災遺構を2つとした理由には、それぞれの震災

遺構に震災伝承の役割を分散させたかったからだと考え

られる。「旧大川小学校」では、慰霊碑や献花台が設置され

ている広場が設けられた。また、大川震災伝承館での展示

内容には当時の被害状況や地域の歴史が大きく取り上げ

られている。一方、「旧門脇小学校」では校舎内部の観察を

可能にする施設や実際の仮設住宅が設置されている。校

舎南側の「石巻南浜津波復興祈念公園」にある「みやぎ東

日本大震災津波伝承館」では、緊急時の対応や復興の過程

を取り上げた展示を行っている。震災遺構の整備にあ

たって、「旧大川小学校」は慰霊・鎮魂による伝承を、「旧門

脇小学校」は今後の防災に直結する伝承をそれぞれが行

うことで、「命を守るため」の震災伝承がより厚いものに

なると言える。

3.3　気仙沼市の特徴
　気仙沼市は「気仙沼市東日本大震災伝承検討会議報告書」

で震災伝承の意義を「追悼と鎮魂・犠牲を繰り返さない誓

い」「災害に強い街づくり・将来世代への伝承」「沿岸部に暮

らす全国・全世界の人々への伝え」としている⑹。防災教育

の発信を重視しているが、仙台市と特に異なる点はその対

象を「沿岸部に住む人々」と具体的に設定している。気仙沼

市は漁業・水産業を産業の中心とした港町で、それだけに産

業、暮らしへの被害が大きかった。

渡邉　美緒 WATANABE Mio

震災伝承計画と震災遺構の成立プロセスについての考察
－仙台市、石巻市、気仙沼市の事例から－

　そのため、防災教育の軸は津波による災害に設定されて

いる。気仙沼市東日本大震災遺構・伝承館で語り部組織によ

る恒常的なガイドや団体向けの防災セミナー、ワーク

ショップを実施していることからも、気仙沼市が津波被害

への防災を意識した計画を策定し、震災遺構の整備に反映

させたことが分かる。

　以上3市における震災伝承の分析から、自治体により震災

伝承の意義・目的が異なること、またそれは震災による被害

の規模に加え、震災以前から自治体が持つ特徴によっても

大きく左右されることが分かった。

４．「震災伝承」が持つ役割

　一方、3市の震災伝承に共通してみられる方針がある。そ

れは、伝承の内容として震災被害のみに焦点を当てている

わけではないことである。仙台市と石巻市では震災遺構で

の展示テーマの1つとして地域の歴史が取り上げられてい

る。気仙沼市でも「リアス・アーク美術館」において、「東日本

大震災の記録と津波の災害史」のテーマ展示及び歴史・民俗

資料展示を行っている。また、石巻市では「石巻南浜津波復

興祈念公園」に地区の名残が分かる整備をした。気仙沼市で

は旧気仙沼向洋高校を中心とした階上地区回遊案の提示、

仙台市では沿岸部における農業やスポーツなどレジャー施

設の整備計画（図4）を提示している⑺。仙台市では復興過程

の発信として「3がつ11にちをわすれないためにセンター」

で復興の過程や市民が取り組むプロジェクトのアーカイブ

が行われている。
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校」はネガティブな現象があった学校施設である。自治体に

よって保存される震災遺構として、犠牲者の有無など「どの

ような現象があったか」と、管理者や被災前の利用形態など

「どのような施設か」とではどちらが優位に働くか、複数の

震災遺構の事例を比較して考察を行う。

　以上から、本稿では

・震災伝承の考え方は自治体によって異なるのか

・震災伝承計画が持つ役割は何か

・震災遺構に選定される際に、保存に最も優位に働く条件は

  何か

の 3 点について考える。

　事例として、宮城県にあり津波による被害を受けた自治

体の内、県内で最も人口規模の大きい仙台市、仙台市に次ぐ

人口規模であり東日本大震災での犠牲者が最も多かった石

巻市⑴、2市に次ぐ人口規模であり沿岸部への居住が集中し

ている気仙沼市の3市を取り上げる。震災発生から現在まで

どのようなプロセスで震災伝承、震災遺構の保存整備を

行ってきたかを、各自治体が公表する委員会配布資料、報告

書、議事録並びに震災遺構でのフィールドワークをもとに

記述する。

１．はじめに

　震災遺構の保存整備や新たなまちづくりをするにあた

り、「震災伝承計画」を 1 つの軸とする自治体が多い。東日

本大震災での教訓を後世に活かすために、アーカイブなど

のソフト面だけでなく震災遺構の保存活用や跡地の公園化

としての整備などハード面でも「震災伝承計画」は街の復興

に関わっている。震災伝承計画を含む震災遺構整備プロセ

スを追った研究で、自治体ごとに状況をまとめたものはあ

るが複数自治体の震災伝承計画の比較を行っているものは

ない。そこで本研究では、自治体の規模や被災状況によって

その内容に違いはあるか、さらに、震災伝承が実際の整備に

どのように反映されているかを委員会会議などの整備プロ

セスから探る。

　また先行研究では、震災遺構の保存について「人的被害が

発生しておらず、人命が守られるなどのポジティブな現象

があった震災遺構候補は保存されやすい（佐藤・今村 

2016）」「震災遺構として整備されやすいのは行政所有施設、

特に学校施設である（佐藤 2017）」ことが明らかにされてい

るが、2021 年に公開開始された「石巻市震災遺構大川小学

がある⑶。発信を重視する考え方が大きく表れている例と

して、「3 がつ11にちをわすれないためにセンター」が挙げ

られる。同施設の特徴は市街地中心部にあること、一般市民

がアーカイブを作成できるシステムが整備されているこ

と、オンライン上でも収集したアーカイブを公開している

ことである⑷。震災アーカイブの拠点を津波被害の大き

かった地域だけでなく市街地中心部にも設置することで、

震災伝承を主に市街地で生活する市民や観光客にも触れて

もらう機会を設けている。また、オンライン上での発信によ

り、全国あるいは全世界どこからでも震災アーカイブにア

クセスすることができる。

　仙台市が震災伝承の発信に力を入れている大きな理由

は、東日本大震災で大きな被害を受けていること以外に、震

災以前から東北地方最大の都市という認識を国内で持たれ

ていたこと、東北大学をはじめとする学術機関の多さから

「学都仙台」を掲げたまちづくりを行っていたことが背景と

して考えられる。仙台市としての防災教育、震災伝承を計画

する上で、仙台市がこれらの特徴を被災規模以外の背景と

して持つ都市であることから被災地の中でも率先して「発

信」を行うべきと委員会の中で認識していたこと、またその

認識が整備計画に反映され実行されたと言える。また、震災

アーカイブ拠点（せんだい 3.11メモリアル交流館）での震

災伝承の内容が、沿岸地域の津波被害だけでなく市街地機

能の停止や住宅地の土砂災害にも触れられていることも、

仙台市の震災伝承の特徴である。

3.2　石巻市の特徴

　石巻市では、石巻市震災伝承計画で市を「東日本大震災

の最大の被災地」としている。「最大の被災地」である背景

２．震災遺構整備の背景

　震災伝承の大きな柱として、震災遺構の整備が挙げられ

る。震災遺構は被害の実態を伝える資料として震災伝承に

大きく役立てられる一方、暮らしの再建を最優先で行う必

要のある自治体が保存整備から公開後の管理までを担うに

は、特に金銭面での負担が大きい。そこで復興庁は2013年

11月15日に「震災遺構は、東日本大震災の津波による惨禍を

語り継ぎ、自然災害に対する危機意識や防災意識を醸成す

る上で一定の意義があるほか、今後のまちづくりに活かし

たいとの要望も強い」とし、各市町村につき１箇所までの

震災遺構の保存に必要な初期費用を、復興交付金を活用し

て支援する方針を発表した⑵。このような背景から、各自治

体では震災伝承に関する検討やそれを踏まえた整備が行

われた。

３．3市の震災伝承計画がそれぞれ
　 持つ特徴

　仙台市、石巻市、気仙沼市において、震災伝承の考え方に

はどのような違いがみられるか分析、考察する。

3.1　仙台市の特徴

　仙台市は「仙台市震災復興メモリアル等検討委員会」や提

言書「仙台市震災復興メモリアル等検討委員会報告書―東

日本大震災の記憶と経験を未来へ、世界へ、つなぐ提言―」

の中で、「発信」に重点を置いていた。仙台市震災復興メモリ

アル等検討委員会の議事録にも「東北の中心地である仙台

市が発信を積極的に行うべき」といった趣旨の発言の記録

として、東日本大震災による死者が最も多かった自治体

であることが挙げられる。このような認識を反映し、石巻

市では基本理念にもある通り「命を守るため」の震災伝承

に取り組む計画を策定している。石巻市が震災遺構とし

て整備を進めてきた「旧大川小学校」「旧門脇小学校」は、

いずれも犠牲者の存在や景観の点から住民による保存に

対して根強い反対意見があった⑸。それにもかかわらず2

校の校舎を保存整備し公開する決定をしたのは、市が地

域の特徴を「多くの犠牲があった最大の被災地」であると

認識し、津波による悲劇を伝えることこそが震災伝承、ひ

いては防災教育に最も繋がると考えたからであろう。ま

た、自治体として整備する震災遺構を2ヶ所とした点にも

「命を守るため」の震災伝承の考え方が反映されていると

言える。本稿の冒頭で述べた通り、保存整備の初期費用と

して復興庁が援助する震災遺構は1つの自治体に1つとさ

れているため、自治体が整備・管理する震災遺構は1つで

あることが多い。市での負担が大きくなるにも関わらず

石巻市が震災遺構を2つとした理由には、それぞれの震災

遺構に震災伝承の役割を分散させたかったからだと考え

られる。「旧大川小学校」では、慰霊碑や献花台が設置され

ている広場が設けられた。また、大川震災伝承館での展示

内容には当時の被害状況や地域の歴史が大きく取り上げ

られている。一方、「旧門脇小学校」では校舎内部の観察を

可能にする施設や実際の仮設住宅が設置されている。校

舎南側の「石巻南浜津波復興祈念公園」にある「みやぎ東

日本大震災津波伝承館」では、緊急時の対応や復興の過程

を取り上げた展示を行っている。震災遺構の整備にあ

たって、「旧大川小学校」は慰霊・鎮魂による伝承を、「旧門

脇小学校」は今後の防災に直結する伝承をそれぞれが行

うことで、「命を守るため」の震災伝承がより厚いものに

なると言える。

3.3　気仙沼市の特徴
　気仙沼市は「気仙沼市東日本大震災伝承検討会議報告書」

で震災伝承の意義を「追悼と鎮魂・犠牲を繰り返さない誓

い」「災害に強い街づくり・将来世代への伝承」「沿岸部に暮

らす全国・全世界の人々への伝え」としている⑹。防災教育

の発信を重視しているが、仙台市と特に異なる点はその対

象を「沿岸部に住む人々」と具体的に設定している。気仙沼

市は漁業・水産業を産業の中心とした港町で、それだけに産

業、暮らしへの被害が大きかった。

　そのため、防災教育の軸は津波による災害に設定されて

いる。気仙沼市東日本大震災遺構・伝承館で語り部組織によ

る恒常的なガイドや団体向けの防災セミナー、ワーク

ショップを実施していることからも、気仙沼市が津波被害

への防災を意識した計画を策定し、震災遺構の整備に反映

させたことが分かる。

　以上3市における震災伝承の分析から、自治体により震災

伝承の意義・目的が異なること、またそれは震災による被害

の規模に加え、震災以前から自治体が持つ特徴によっても

大きく左右されることが分かった。

４．「震災伝承」が持つ役割

　一方、3市の震災伝承に共通してみられる方針がある。そ

れは、伝承の内容として震災被害のみに焦点を当てている

わけではないことである。仙台市と石巻市では震災遺構で

の展示テーマの1つとして地域の歴史が取り上げられてい

る。気仙沼市でも「リアス・アーク美術館」において、「東日本

大震災の記録と津波の災害史」のテーマ展示及び歴史・民俗

資料展示を行っている。また、石巻市では「石巻南浜津波復

興祈念公園」に地区の名残が分かる整備をした。気仙沼市で

は旧気仙沼向洋高校を中心とした階上地区回遊案の提示、

仙台市では沿岸部における農業やスポーツなどレジャー施

設の整備計画（図4）を提示している⑺。仙台市では復興過程

の発信として「3がつ11にちをわすれないためにセンター」

で復興の過程や市民が取り組むプロジェクトのアーカイブ

が行われている。

図1. 津波の痕跡が残るロッカー(荒浜小学校)

図 2.慰霊碑、献花台設置広場(大川小学校)
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校」はネガティブな現象があった学校施設である。自治体に

よって保存される震災遺構として、犠牲者の有無など「どの

ような現象があったか」と、管理者や被災前の利用形態など

「どのような施設か」とではどちらが優位に働くか、複数の

震災遺構の事例を比較して考察を行う。

　以上から、本稿では

・震災伝承の考え方は自治体によって異なるのか

・震災伝承計画が持つ役割は何か

・震災遺構に選定される際に、保存に最も優位に働く条件は

  何か

の 3 点について考える。

　事例として、宮城県にあり津波による被害を受けた自治

体の内、県内で最も人口規模の大きい仙台市、仙台市に次ぐ

人口規模であり東日本大震災での犠牲者が最も多かった石

巻市⑴、2市に次ぐ人口規模であり沿岸部への居住が集中し

ている気仙沼市の3市を取り上げる。震災発生から現在まで

どのようなプロセスで震災伝承、震災遺構の保存整備を

行ってきたかを、各自治体が公表する委員会配布資料、報告

書、議事録並びに震災遺構でのフィールドワークをもとに

記述する。

１．はじめに

　震災遺構の保存整備や新たなまちづくりをするにあた

り、「震災伝承計画」を 1 つの軸とする自治体が多い。東日

本大震災での教訓を後世に活かすために、アーカイブなど

のソフト面だけでなく震災遺構の保存活用や跡地の公園化

としての整備などハード面でも「震災伝承計画」は街の復興

に関わっている。震災伝承計画を含む震災遺構整備プロセ

スを追った研究で、自治体ごとに状況をまとめたものはあ

るが複数自治体の震災伝承計画の比較を行っているものは

ない。そこで本研究では、自治体の規模や被災状況によって

その内容に違いはあるか、さらに、震災伝承が実際の整備に

どのように反映されているかを委員会会議などの整備プロ

セスから探る。

　また先行研究では、震災遺構の保存について「人的被害が

発生しておらず、人命が守られるなどのポジティブな現象

があった震災遺構候補は保存されやすい（佐藤・今村 

2016）」「震災遺構として整備されやすいのは行政所有施設、

特に学校施設である（佐藤 2017）」ことが明らかにされてい

るが、2021 年に公開開始された「石巻市震災遺構大川小学

がある⑶。発信を重視する考え方が大きく表れている例と

して、「3 がつ11にちをわすれないためにセンター」が挙げ

られる。同施設の特徴は市街地中心部にあること、一般市民

がアーカイブを作成できるシステムが整備されているこ

と、オンライン上でも収集したアーカイブを公開している

ことである⑷。震災アーカイブの拠点を津波被害の大き

かった地域だけでなく市街地中心部にも設置することで、

震災伝承を主に市街地で生活する市民や観光客にも触れて

もらう機会を設けている。また、オンライン上での発信によ

り、全国あるいは全世界どこからでも震災アーカイブにア

クセスすることができる。

　仙台市が震災伝承の発信に力を入れている大きな理由

は、東日本大震災で大きな被害を受けていること以外に、震

災以前から東北地方最大の都市という認識を国内で持たれ

ていたこと、東北大学をはじめとする学術機関の多さから

「学都仙台」を掲げたまちづくりを行っていたことが背景と

して考えられる。仙台市としての防災教育、震災伝承を計画

する上で、仙台市がこれらの特徴を被災規模以外の背景と

して持つ都市であることから被災地の中でも率先して「発

信」を行うべきと委員会の中で認識していたこと、またその

認識が整備計画に反映され実行されたと言える。また、震災

アーカイブ拠点（せんだい 3.11メモリアル交流館）での震

災伝承の内容が、沿岸地域の津波被害だけでなく市街地機

能の停止や住宅地の土砂災害にも触れられていることも、

仙台市の震災伝承の特徴である。

3.2　石巻市の特徴

　石巻市では、石巻市震災伝承計画で市を「東日本大震災

の最大の被災地」としている。「最大の被災地」である背景

２．震災遺構整備の背景

　震災伝承の大きな柱として、震災遺構の整備が挙げられ

る。震災遺構は被害の実態を伝える資料として震災伝承に

大きく役立てられる一方、暮らしの再建を最優先で行う必

要のある自治体が保存整備から公開後の管理までを担うに

は、特に金銭面での負担が大きい。そこで復興庁は2013年

11月15日に「震災遺構は、東日本大震災の津波による惨禍を

語り継ぎ、自然災害に対する危機意識や防災意識を醸成す

る上で一定の意義があるほか、今後のまちづくりに活かし

たいとの要望も強い」とし、各市町村につき１箇所までの

震災遺構の保存に必要な初期費用を、復興交付金を活用し

て支援する方針を発表した⑵。このような背景から、各自治

体では震災伝承に関する検討やそれを踏まえた整備が行

われた。

３．3市の震災伝承計画がそれぞれ
　 持つ特徴

　仙台市、石巻市、気仙沼市において、震災伝承の考え方に

はどのような違いがみられるか分析、考察する。

3.1　仙台市の特徴

　仙台市は「仙台市震災復興メモリアル等検討委員会」や提

言書「仙台市震災復興メモリアル等検討委員会報告書―東

日本大震災の記憶と経験を未来へ、世界へ、つなぐ提言―」

の中で、「発信」に重点を置いていた。仙台市震災復興メモリ

アル等検討委員会の議事録にも「東北の中心地である仙台

市が発信を積極的に行うべき」といった趣旨の発言の記録

として、東日本大震災による死者が最も多かった自治体

であることが挙げられる。このような認識を反映し、石巻

市では基本理念にもある通り「命を守るため」の震災伝承

に取り組む計画を策定している。石巻市が震災遺構とし

て整備を進めてきた「旧大川小学校」「旧門脇小学校」は、

いずれも犠牲者の存在や景観の点から住民による保存に

対して根強い反対意見があった⑸。それにもかかわらず2

校の校舎を保存整備し公開する決定をしたのは、市が地

域の特徴を「多くの犠牲があった最大の被災地」であると

認識し、津波による悲劇を伝えることこそが震災伝承、ひ

いては防災教育に最も繋がると考えたからであろう。ま

た、自治体として整備する震災遺構を2ヶ所とした点にも

「命を守るため」の震災伝承の考え方が反映されていると

言える。本稿の冒頭で述べた通り、保存整備の初期費用と

して復興庁が援助する震災遺構は1つの自治体に1つとさ

れているため、自治体が整備・管理する震災遺構は1つで

あることが多い。市での負担が大きくなるにも関わらず

石巻市が震災遺構を2つとした理由には、それぞれの震災

遺構に震災伝承の役割を分散させたかったからだと考え

られる。「旧大川小学校」では、慰霊碑や献花台が設置され

ている広場が設けられた。また、大川震災伝承館での展示

内容には当時の被害状況や地域の歴史が大きく取り上げ

られている。一方、「旧門脇小学校」では校舎内部の観察を

可能にする施設や実際の仮設住宅が設置されている。校

舎南側の「石巻南浜津波復興祈念公園」にある「みやぎ東

日本大震災津波伝承館」では、緊急時の対応や復興の過程

を取り上げた展示を行っている。震災遺構の整備にあ

たって、「旧大川小学校」は慰霊・鎮魂による伝承を、「旧門

脇小学校」は今後の防災に直結する伝承をそれぞれが行

うことで、「命を守るため」の震災伝承がより厚いものに

なると言える。

3.3　気仙沼市の特徴
　気仙沼市は「気仙沼市東日本大震災伝承検討会議報告書」

で震災伝承の意義を「追悼と鎮魂・犠牲を繰り返さない誓

い」「災害に強い街づくり・将来世代への伝承」「沿岸部に暮

らす全国・全世界の人々への伝え」としている⑹。防災教育

の発信を重視しているが、仙台市と特に異なる点はその対

象を「沿岸部に住む人々」と具体的に設定している。気仙沼

市は漁業・水産業を産業の中心とした港町で、それだけに産

業、暮らしへの被害が大きかった。

　そのため、防災教育の軸は津波による災害に設定されて

いる。気仙沼市東日本大震災遺構・伝承館で語り部組織によ

る恒常的なガイドや団体向けの防災セミナー、ワーク

ショップを実施していることからも、気仙沼市が津波被害

への防災を意識した計画を策定し、震災遺構の整備に反映

させたことが分かる。

　以上3市における震災伝承の分析から、自治体により震災

伝承の意義・目的が異なること、またそれは震災による被害

の規模に加え、震災以前から自治体が持つ特徴によっても

大きく左右されることが分かった。

４．「震災伝承」が持つ役割

　一方、3市の震災伝承に共通してみられる方針がある。そ

れは、伝承の内容として震災被害のみに焦点を当てている

わけではないことである。仙台市と石巻市では震災遺構で

の展示テーマの1つとして地域の歴史が取り上げられてい

る。気仙沼市でも「リアス・アーク美術館」において、「東日本

大震災の記録と津波の災害史」のテーマ展示及び歴史・民俗

資料展示を行っている。また、石巻市では「石巻南浜津波復

興祈念公園」に地区の名残が分かる整備をした。気仙沼市で

は旧気仙沼向洋高校を中心とした階上地区回遊案の提示、

仙台市では沿岸部における農業やスポーツなどレジャー施

設の整備計画（図4）を提示している⑺。仙台市では復興過程

の発信として「3がつ11にちをわすれないためにセンター」

で復興の過程や市民が取り組むプロジェクトのアーカイブ

が行われている。

図3. 流されて来た車と押しつぶされたロッカー
(気仙沼向洋高校)
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　このように、震災伝承には震災被害だけでなく地域の歴

史や地域とのつながり、復興の過程など様々な要素が3市と

も含まれている。

　震災伝承に被災の記憶以外が含まれる理由として、外部

からの来訪者への防災教育の質の向上と、地域住民への配

慮の2点が考えられる。

　外部からの来訪者への防災教育の質の向上について、震

災前の地域の暮らしや歴史、また現在の地域とのつながり

を示すことで、災害が切り離された非日常ではなく日常の

中で起きることに来訪者が気づき、災害や防災を他人事で

はなく自分に起きる問題として考えてもらうことを狙って

いる。

　地域住民への配慮については、来訪者が被災以外にも目

を向けられる震災遺構の整備をすることが、反対意見に対

する折衷案としての機能を持っていると考えた。震災遺構

の整備に係るアンケート調査等では精神面、金銭面での反

対意見があった。精神面では震災を思い出して辛いという

意見のほかに、被災だけが切り取られ思い出の場所が見世

物にされているようだといった意見があった。また、金銭面

からの反対では生活の復興以外に市の予算を投じる必要が

あるのかという意見が上がった。

　精神面からの反対意見を受け止めた整備とは、来訪者が

震災遺構に対して「被災した施設」という認識だけでなく、

自分が生活する場にあるものと変わらない「誰かにとって

の思い出の施設」といった認識を持てる震災遺構の整備で

あると考えた。そのような整備をするには、被災した事実だ

けでなく地域の生活や復興の道筋も伝承し、震災と震災前・

現在が繋がっていることを来訪者に示すことが重要であ

る。また金銭面からの反対の解決策として、震災遺構を中心

とした回遊が挙げられる。来訪者に震災遺構だけでなく地

域の復興・再開発にも目を向けてもらうことで、地域経済の

活性化を促進する可能性を生み出している。

　以上から、震災伝承計画の「伝承」部分に震災の被害だけ

でなく地域の歴史や暮らし、復興による現在の地域とのつ

ながりを含むことで、震災伝承が外部からの来訪者や地域

の人と震災との間の緩衝材となると言える。

５．震災遺構に選定される遺構

　最後に、震災遺構にはどのような建物が選定されやすい

かを考察する。先行研究では「人的被害が発生しておらず，

ポジティブな現象があった震災遺構候補は保存されやすい

（佐藤・今村 2016）」「行政所有施設、特に学校施設が震災遺

構として整備が行われている（佐藤 2017）」ことが明らかに

されている。大川小学校は学校施設であるものの人的被害

が発生しネガティブな現象があった。そこで起こった出来

事よりも学校施設であることが、自治体により保存される

震災遺構の選定基準であるかを考える。

　東日本大震災で被災しネガティブな現象があった学校施

設としては旧大川小学校のほかに、東松島市の「旧野蒜小学

校」が挙げられる。東松島市では震災遺構として旧野蒜駅プ

ラットホームを保存・公開しており、旧野蒜小学校は当初取

り壊される予定だった。しかし、地元住民からは保存の声も

上がっており市は最終的に校舎を民間利用の施設として貸

し出すことで保存する方針に変えた。また、ネガティブな現

象があった民間施設には気仙沼市の「第18共徳丸」が挙げら

れる。市や外部からの来訪者は保存に賛成し市が保存整備

の計画を立てたものの、地域住民からの反発が根強く、所有

者の意向もあり最終的に解体された。

　ポジティブな現象があった民間施設には、南三陸町の「高

野会館」が挙げられる。犠牲者が出なかった震災遺構として

残ったものの、現在管理は民間企業が行っておりそこに行

政からの補助はない。また、名取市の「佐々直旧本店工場」も

同様で、この施設は名取市により震災遺構候補地となった

が民間企業であることが理由で取り壊された。

　以上の事例から、ネガティブな現象が起きていても学校

施設であれば震災遺構としての形でなくとも自治体によっ

て保存され、ポジティブな現象が起きていても民間施設で

あれば自治体によって保存されない、という傾向が窺える。

よって震災遺構として自治体により保存・整備される震災

図4. 長期での仙台市東部地域復興イメージ

遺構の優先順位は、そこで起きた出来事を問わずに学校施

設が最も高くなるといえる。「旧大川小学校」の保存につい

ても、当初石巻市は検討対象からは除外していた。しかし

市民へのアンケート調査では、保存すべき震災遺構として

候補以外に挙げられた意見では旧大川小学校が最も多

かった⑸（図5）ことも、学校施設が保存の対象になりやすい

ことの論拠の1つである。

　学校施設が保存されやすい理由としては、石巻市による

市民アンケート調査の回答⑸で複数の候補地の中から「旧

門脇小学校」に対してのみ複数挙がった「思い出の場所だか

ら」が最大の要因であると考えられる。民間・行政管理問わ

ずあらゆる施設の中で最も多くの地域住民に深い関わりの

ある施設は学校施設だと推測される。学校施設には子供の

時は毎日通い、また卒業した後でも地域のシンボルとして

日常的に触れているため、複数の施設から1つだけを保存す

る状況では候補に挙がりやすいのだと言える。

６．結論
 

　仙台市は地方中枢都市であることと学術機関が多いこと

から発信に重点を置いた震災伝承計画を、石巻市は犠牲者

が最も多い「最大の被災地」として命を守るための震災伝承

計画を、気仙沼市は港町として津波により大きな被害を受

けたことから沿岸部に対する防災教育のための震災伝承計

画をそれぞれ策定し、震災遺構の整備やまちづくりに反映

させてきたことが分かった。以上から、震災伝承の考え方は

自治体によって異なり、その違いは震災による被害の規模

だけでなく震災以前からその自治体が持つ特色に大きく左

右されると言える。

　また、震災伝承計画に震災以前の暮らしや現在の地域と

震災遺構のつながりを含むのは、震災伝承に震災と人々の

間の緩衝材としての役割を持たせているからだと考えられ

る。震災がそれ以前や現在と切り離された現象ではなくす

べて繋がっていることを示すことで、外部からの来訪者へ

の防災教育の質の向上につながる。地域住民に対しては、地

域とのつながりを持たせ、観光など経済効果が期待できる

形で震災遺構を保存することが、反対への折衷案になって

いると言える。

　最後に、自治体により保存・整備される震災遺構には、旧

大川小学校をはじめとする事例からそこで起きた出来事を

問わずに行政所有施設、とりわけ学校施設が多く選定され

ると言える。学校施設が保存されやすい理由には、多くの地

域住民にとって思い出の場所であることと、地域のシンボ

ルであることが挙げられる。

　本研究では、東日本大震災により被災した自治体での「震

災伝承」と「震災遺構」が整備されるプロセスに着目し複数

の自治体の間で比較することで、震災伝承に自治体それぞ

れの特色や共通点、震災伝承計画が持つ役割、保存されやす

い震災遺構の条件を明らかにした。しかし、対象が仙台市、

石巻市、気仙沼市の3市と限られていたことや、10年という

時間経過による住民の感情の変化には触れられなかった。

各自治体において震災伝承計画は現在、そしてこれからも

実行され続ける。復興事業が行われた街や整備・保存された

震災遺構がどのような姿になったのか、震災伝承がどのよ

うに行われてきたのかを将来検証できるように、今後は対

象を宮城県全体に広げることや、時間と感情を軸にした研

究が必要であると考える。
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図5. 残すべきと思う震災遺構(石巻市アンケート)
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